
 

令和７年９月市議会定例会提出予定案件 

 

（議 案） 

 

１ 茨木市教育委員会委員任命につき同意を求めることについて 

 

２ 茨木市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部改正について 

 

３ 茨木市市税条例の一部改正について 

 

４ 茨木市印鑑登録及び証明に関する条例及び茨木市手数料条例の一部改正等について 

 

５ 茨木市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の全部改正について 

 

６ 茨木市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の 

全部改正について 

 

７ 茨木市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例の一部 

改正について 

 

８ 茨木市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定について 

 

９ 茨木市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の全部改正 

について 

 

10 茨木市学校給食費条例の一部改正について 

 

11 茨木市下水道条例等の一部改正について 

 

12 令和６年度大阪府茨木市下水道等事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

13 令和６年度大阪府茨木市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

14 市道路線の認定について 

 

15 市道路線の変更について 

 

16 請負契約締結について（（仮称）ダムパークいばきた多目的運動広場整備工事） 

 

17 令和７年度大阪府茨木市一般会計補正予算（第３号） 

 

18 令和７年度大阪府茨木市下水道等事業会計補正予算（第１号） 
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（認 定） 

 

１ 令和６年度大阪府茨木市一般会計決算認定について 

 

２ 令和６年度大阪府茨木市財産区特別会計決算認定について 

 

３ 令和６年度大阪府茨木市国民健康保険事業特別会計決算認定について 

 

４ 令和６年度大阪府茨木市後期高齢者医療事業特別会計決算認定について 

 

５ 令和６年度大阪府茨木市介護保険事業特別会計決算認定について 

 

６ 令和６年度大阪府茨木市下水道等事業会計決算認定について 

 

７ 令和６年度大阪府茨木市水道事業会計決算認定について 

 

（報 告） 

 

１ 茨木市事務報告について 

 

２ 令和６年度大阪府茨木市一般会計及び特別会計決算に係る主要な施策の成果並びに健

全化判断比率及び資金不足比率の報告について 

 

３ 令和６年度下半期大阪府茨木市財政状況報告について 

 

４ 令和６年度茨木市教育委員会事務管理執行状況の点検及び評価の報告について 

 

５ 放棄した債権の報告について 
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議案第45号 茨木市教育委員会委員任命につき同意を求めることについて     【人事課】 

○ 現委員  城
しろ

 谷
たに

 敬
けい

 子
こ

 

○ 任 期  令和７年９月３０日任期満了 

       初就任 令和６年２月６日就任 １期目（任期４年） 

○ 選任予定者 
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議案第46号 
茨木市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部改正について 

【人事課、水道総務課】 

○ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の改正等に伴う所

要の改正 

 ・主な改正内容 

  ①茨木市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正 

・仕事と育児の両立支援制度の利用について、妊娠、出産の申出や３歳未満の子どもを養

育する職員等に対して、制度を周知するとともに、子や家庭の状況により仕事と家庭の

両立が困難となる場合に、その改善に向けた事項（勤務時間帯、業務量等）について意

向確認等を実施する旨を規定 

  ②茨木市職員の育児休業等に関する条例の一部改正 

・部分休業の取得申出時に１日につき２時間を超えない範囲内（第１号）、または１年に 

つき１０日を超えない範囲内（第２号）のいずれかを選択できる旨を規定 

   ・第１号部分休業について、勤務時間中において任意の時間での取得が可能となるよう

規定 

   ・第２号部分休業を請求できる上限について、常勤職員は年間７７時間３０分等とする

旨を規定 

   ・配偶者の入院や別居等、予測できない事実により子の養育に著しい支障が生じると任

命権者が認める場合は、部分休業の取得方法を変更できる旨を規定 

・関係条例の一部改正 

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

 ・施 行 日 令和７年１０月１日 
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議案第47号 茨木市市税条例の一部改正について            【市民税課、資産税課】 

〇 地方税法等の改正に伴う所要の改正 

 ・主な改正内容 

  ①居所不明等により納税通知書等を本人に送付できない場合に送達完了とみなす公示送達

について、掲示場への掲示等に加え、インターネット等を用いる方法の規定を追加 

  ②大学生年代の子等の就業調整への対応として、新たに同一生計の１９歳以上２３歳未満

の子等を対象とした特定親族特別控除に係る規定を追加 

（現 行）特定扶養控除   子等の収入が１０３万円まで ：控除額４５万円 

（改正後）特定扶養控除   子等の収入が１２３万円まで ：控除額４５万円 

特定親族特別控除 子等の収入が１６０万円まで ：控除額４５万円 

特定親族特別控除 子等の収入が１６０万円超から１８８万円まで 

：段階的に控除額を減額 

  ③長寿命化のための大規模修繕工事を行った区分所有マンションに係る固定資産税の減額

について、納税義務者から申告書の提出がない場合でも、管理者等から必要書類の提出

等がある場合は、減額措置の特例を適用できる旨を規定 

  ④加熱式たばこに係るたばこ税について、重量をもって紙巻きたばこの本数相当に換算す

る旨の規定を追加 

 ・施 行 日 ①地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）附則第１条第12号

に規定する施行日 

②令和８年１月１日 

③公布の日 

④令和８年４月１日 
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議案第48号 
茨木市印鑑登録及び証明に関する条例及び茨木市手数料条例の一部改正等につ

いて                              【市民課】 

〇 住民基本台帳カードの有効期間満了等に伴う所要の改正等 

 ・主な内容 

①茨木市住民基本台帳カードの利用に関する条例を廃止 

②茨木市印鑑登録及び証明に関する条例の一部改正 

・印鑑登録証明書の発行に係る利便性の向上を図るため、コンビニ交付の機能を付加した

個人番号カードを交付した際の印鑑登録証(窓口発行カード)の返還等を定めた規定を

削除 

・印鑑登録証明書の申請を定める規定において、オンライン申請に係る規定を追加 

  ③茨木市手数料条例の一部改正 

   ・証明関係手数料を定めた別表第１の改正 

    ア 印鑑登録証の交付及び再交付に係る手数料３００円を廃止 

    イ 戸籍の附票及び住民票に記載をした事項に関する証明書の交付について、多機能

端末機を利用した場合の交付手数料を２００円とする旨を規定 

④標準システムの導入に伴う個人番号カード等の利用機能の見直しにより、茨木市個人番

号カードの利用に関する条例を廃止 

 ・施 行 日 ③イ以外 令和８年１月１日 

       ③イ   令和８年２月２４日 
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議案第49号 
茨木市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の全部改正

について                        【保育幼稚園総務課】 

〇 国が定める家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の改正等に伴う所要の改正 

 ・主な改正内容 

  運営基準の改正にあたり、今後、内閣府令の改正に速やかに対応するため、市独自基準の

明確化を図ったうえで同令を参照する旨に改正 

 ＜基準の主な改正内容＞ 

①小規模保育事業所等が代替保育の提供や卒園児の受入等に関する連携施設（保育所等）を

確保しないこととできる期間を１０年から１５年に延長 

②保育士不足対策として導入されていた地域限定保育士が全国一律の制度になることに伴

い、引用する法律名等を改正 

   「国家戦略特別区域法（国家戦略特別区域限定保育士）」 

   → 「児童福祉法（地域限定保育士）」 

 ＜関係条例＞ 

  茨木市附属機関設置条例 

 ・施 行 日 令和７年１０月１日 
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議案第50号 
茨木市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の全部改正について                 【保育幼稚園総務課】 

〇 国が定める特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに子ども・子育て支援施設等の

運営に関する基準の改正等に伴う所要の改正 

 ・改正内容 

運営基準の改正にあたり、今後、内閣府令の改正に速やかに対応するため、同令を参照する

旨に改正 

 ＜基準の主な改正内容＞ 

小規模保育事業所等が代替保育の提供や卒園児の受入等に関する連携施設（保育所等）を

確保しないこととできる期間を１０年から１５年に延長 

 ・施 行 日 令和７年１０月１日 

議案第51号 
茨木市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例

の一部改正について                   【保育幼稚園総務課】 

〇 児童福祉法及び国家戦略特別区域法の改正等に伴う所要の改正 

 ・主な改正内容 

  ①保育士不足対策として導入されていた地域限定保育士が全国一律の制度になることに伴

い、引用する法律名等を改正 

   「国家戦略特別区域法（国家戦略特別区域限定保育士）」 

     → 「児童福祉法（地域限定保育士）」 

  ②食材料費の価格変動に速やかに対応できるよう、主食費の月額を規則で定める旨に改正 

   （現 行）１，０００円 

   （改正後）規則で定める額 

 ・施 行 日 ①令和７年１０月１日 

②令和８年４月１日 
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議案第52号 
茨木市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定に

ついて                         【保育幼稚園総務課】 

○ 乳児等通園支援事業の実施に伴う条例の制定 

 ・制定内容 

設備及び運営に関する基準について、市独自基準の明確化を図ったうえで、内閣府令を参照

する旨を規定 

 ＜独自基準＞ 

  ①一般型乳児等通園支援事業所に置く職員は、保育士とする旨を規定 

  ②余裕活用型乳児等通園支援事業所の設備及び職員の基準は、③を除き、次のア～ウの施

設又は事業所の区分に応じ、ア～ウに定める条例によることとする旨を規定 

   ア 保育所 大阪府児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（保育所に

係るものに限る） 

   イ 認定こども園 大阪府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準

を定める条例 

   ウ 家庭的保育事業等を行う事業所 茨木市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準を定める条例 

  ③一般型乳児等通園支援事業所及び余裕活用型乳児等通園支援事業所における満１歳以上 

満２歳未満の幼児に係る保育士等の数は、おおむね５人につき１人以上とする旨を規定 

 ＜関係条例＞ 

  茨木市附属機関設置条例 

 ・施 行 日 令和７年１０月１日 

議案第53号 
茨木市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の全

部改正について                       【学童保育課】 

○ 国が定める放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の改正等に伴う所要の改正 

 ・改正内容 

運営基準の改正にあたり、今後、内閣府令の改正に速やかに対応するため、同令を参照する

旨に改正 

＜基準の改正内容＞ 

保育士不足対策として導入されていた地域限定保育士が全国一律の制度になることに伴い、

引用する法律名等を改正 

   「国家戦略特別区域法（国家戦略特別区域限定保育士）」 

   → 「児童福祉法（地域限定保育士）」 

 ＜関係条例＞ 

  茨木市附属機関設置条例 

 ・施 行 日 令和７年１０月１日 
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議案第54号 茨木市学校給食費条例の一部改正について            【保健給食課】 

○ 食材料費の価格変動に速やかに対応するための所要の改正 

 ・改正内容 

  学年等の区分に応じて定める学校給食費の１食当たりの額を規則で定める旨に改正 

  （現 行）小学校：低学年２２０円、中学年２３０円、高学年２４０円 

       中学校：３３０円 

  （改正後）規則で定める額 

 ・施 行 日 令和８年４月１日 

議案第55号 茨木市下水道条例等の一部改正について         【下水道施設課、工務課】 

○ 国が示す標準下水道条例の改正等に伴う所要の改正 

 ・主な改正内容 

  ①茨木市下水道条例の一部改正 

指定工事店の指定を定める規定において、災害等の非常時に市長が他の市町村長等の指定

を受けた工事店に工事を行わせることができる旨を追加 

  ②茨木市水道事業給水条例の一部改正 

工事の施行を定める規定において、災害等の非常時に管理者が他の市町村長等又は他の市

町村長等が指定した工事店に給水装置工事を行わせることができる旨を追加 

 ・関係条例の一部改正 

  茨木市公設浄化槽条例 

・施 行 日 公布の日 
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議案第56号 
令和６年度大阪府茨木市下水道等事業会計未処分利益剰余金の処分について 
                              【下水道総務課】 

○ 地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づき、未処分利益剰余金の処分について、議会の

議決を求める。 

 ・処分額   １８１，５００，８８５円 

  処分方法  減債積立金への積立て及び資本金への組入れ 

 

 

議案第57号 
令和６年度大阪府茨木市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 
                              【水道総務課】 

○ 地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づき、未処分利益剰余金の処分について、議会の

議決を求める。 

 ・処分額   ２００，０００，０００円 

  処分方法  建設改良積立金への積立て 

 

議案第58号 市道路線の認定について                    【建設管理課】 

○ 新規路線整備に伴う路線認定 １９路線 

 ・認定依頼によるもの ５路線 

 ・開発等により移管を受けたもの １４路線 

議案第59号 市道路線の変更について                    【建設管理課】 

〇 開発等に伴う既認定の起終点の変更 １０路線 

 ・開発等により移管を受けたもの（起終点変更） １０路線 
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議案第60号 
請負契約締結について（（仮称）ダムパークいばきた多目的運動広場整備工事） 

               １７頁参照 【契約検査課、スポーツ推進課、道路課】 

○ 契約の方法   一般競争入札 

○ 契約の金額   １，００８，９５０，８００円 

○ 契約の相手方  茨木市高浜町３番３７号 

          昭
しょう

建
けん

・秋田組
あきたぐみ

共同企業体 

          代表者 株式会社昭建大阪支店 執行役員支店長 岡
おか

 本
もと

 博
ひろし

 

○ 工事場所    大字車作ほか地内 

○ 工事内容    撤去工、敷地造成工、法面工、軽量盛土工、擁壁工、排水構造物工、 

給排水設備工、電気設備工、園路広場整備工、管理施設整備工、 

グラウンド・コート施設整備工、道路付属施設工、仮設工 各一式 

○ 工事完了予定日 令和９年１２月２８日 

議案第61号 令和７年度大阪府茨木市一般会計補正予算（第３号）        【財政課】 

○ 補正額 931,233千円 （補正後 111,295,544千円 － 補正前 110,364,311千円） 

 〈歳 入〉               〈歳 出〉 

  ・国庫支出金       45,250千円   ・物件費          149,663千円 

  ・府支出金        3,015千円   ・補助費等          47,615千円 

  ・繰越金        294,368千円   ・投資的経費        733,955千円 

  ・市債         588,600千円   

 ・継続費補正 

  （追加）保育所整備事業                1,222,981千円 

・繰越明許費補正 

  （追加）安威川ダム周辺整備事業（さくら広場拡張設計）   9,968千円 

  （追加）小学校維持補修事業               198,010千円 

 ・債務負担行為補正 

  （追加）保育所整備事業（新築工事監理）          42,428千円 
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議案第62号 令和７年度大阪府茨木市下水道等事業会計補正予算（第１号）  【下水道総務課】 

○ 収益的収支 

・収入  21,430 千円（補正後 7,211,824 千円－補正前 7,190,394 千円） 

・支出  42,860 千円（補正後 6,856,524 千円－補正前 6,813,664 千円） 

認定第１号 令和６年度大阪府茨木市一般会計決算認定について         【会計室】 

（令和５年度） 
 

・歳入決算額             １１７，１３６，６８７，１３９円 （119,735,018,297円） 

 

・歳出決算額             １１４，４５６，３０５，９２３円 （117,538,227,108円） 

 

・歳入歳出差引額           ２，６８０，３８１，２１６円   （2,196,791,189円） 

 

・翌年度へ繰越すべき財源    １，４２０，１６９，５５１円   （1,015,639,661円） 

 

・実質収支            １，２６０，２１１，６６５円   （1,181,151,528円） 

認定第２号 令和６年度大阪府茨木市財産区特別会計決算認定について      【会計室】 

（令和５年度） 
 

・歳入決算額         ５，３９７，２１８，９２４円    （5,645,936,846円） 

 

・歳出決算額                     ９２，７３８，９９４円      （250,092,454円） 

 

・歳入歳出差引額       ５，３０４，４７９，９３０円    （5,395,844,392円） 

認定第３号 令和６年度大阪府茨木市国民健康保険事業特別会計決算認定について 【会計室】 

（令和５年度） 
 

・歳入決算額              ２６，１１３，３８７，９９４円   （27,420,603,944円） 

 

・歳出決算額              ２５，５３７，０４９，４７７円   （26,703,875,837円） 

  

・歳入歳出差引額              ５７６，３３８，５１７円      （716,728,107円） 
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認定第４号 令和６年度大阪府茨木市後期高齢者医療事業特別会計決算認定について【会計室】 

（令和５年度） 

・歳入決算額                 ５，７１８，０９９，６０３円   （5,148,161,658円） 

 

・歳出決算額                 ５，４８５，３７７，０７５円   （4,947,054,370円） 

 

・歳入歳出差引額               ２３２，７２２，５２８円     （201,107,288円） 

認定第５号 令和６年度大阪府茨木市介護保険事業特別会計決算認定について   【会計室】 

（令和５年度） 

・歳入決算額               ２３，０４９，０７３，８７５円  （22,483,672,074円） 

 

・歳出決算額               ２２，６０９，９２５，５４９円  （22,147,079,669円） 

 

・歳入歳出差引額              ４３９，１４８，３２６円     （336,592,405円） 

認定第６号 令和６年度大阪府茨木市下水道等事業会計決算認定について   【下水道総務課】 

〈収益的収支〉※消費税及び地方消費税を除く                      （令和５年度） 

・収入決算額                 ６，９７１，５２９，８５５円   （6,678,995,575円） 

・支出決算額                 ５，９９１，２７４，７７０円   （6,056,569,722円） 

・収入支出差引額               ９８０，２５５，０８５円    （622,425,853円） 

 

〈資本的収支〉※消費税及び地方消費税を含む 

・収入決算額          ２，４３０，７８２，６６３円   （1,550,127,548円） 

・支出決算額          ４，６７９，４４７，０４４円   （3,404,946,265円） 

・収入支出差引額       △２，２４８，６６４，３８１円 （△1,854,818,717円） 

※ 資本的収入額（翌年度繰越額に係る財源充当額を除く）が資本的支出額に不足する額は、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額、繰越工事資金、過年度分損益勘定留保資金、当年度分損益勘定留保資金及び繰越利益剰

余金処分額で補てん 
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認定第７号 令和６年度大阪府茨木市水道事業会計決算認定について      【水道総務課】 

〈収益的収支〉※消費税及び地方消費税を除く                      （令和５年度） 

・収入決算額              ５，４９７，７７６，０４４円    （5,458,602,003円） 

・支出決算額              ４，９７７，３９７，９６９円    （4,855,035,686円） 

・収入支出差引額            ５２０，３７８，０７５円     （603,566,317円） 

 

〈資本的収支〉※消費税及び地方消費税を含む 

・収入決算額         １，６４１，９１５，３７３円    （1,433,273,859円） 

・支出決算額         ２，８６４，６８６，６９７円    （2,716,516,089円） 

・収入支出差引額      △１，２２２，７７１，３２４円  （△1,283,242,230円） 

 

 ※ 資本的収入額（翌年度繰越額に係る財源充当額を除く）が資本的支出額に不足する額は、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額、繰越工事資金、過年度分損益勘定留保資金及び当年度分損益勘定留保資金で補てん 

報告第18号 茨木市事務報告について                    【政策企画課】 

○ 令和６年４月～令和７年３月における事務執行状況の報告 

 

報告第19号 
令和６年度大阪府茨木市一般会計及び特別会計決算に係る主要な施策の成果並

びに健全化判断比率及び資金不足比率の報告について        【財政課】 

○ 地方自治法第２３３条第５項による主要な施策の成果並びに地方公共団体の財政の健全化

に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項による健全化判断比率及び資金不足比率に

関する報告 
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報告第20号 令和６年度下半期大阪府茨木市財政状況報告について        【会計室】 

○ 令和７年３月３１日現在の財政状況の報告 

 

報告第21号 
令和６年度茨木市教育委員会事務管理執行状況の点検及び評価の報告について 
                               【教育政策課】 

○ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく茨木市教育委員会事務管理執行状況の

点検及び評価の報告 

 

報告第22号 放棄した債権の報告について                   【納税課】 

○ 茨木市債権の管理に関する条例の規定に基づく報告 

・放棄した私債権等 １３件 ４，６２４，４３５円 
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市民文化部　スポーツ推進課

建設部　　　道路課　　　　

一式
一式
一式
一式
一式
一式

議案第　６０　号資料

（仮称）ダムパークいばきた多目的運動広場整備工事

位　置　図

工事概要 撤去工
敷地造成工
法面工
軽量盛土工
擁壁工
排水構造物工
給排水設備工

電気設備工
園路広場整備工
管理施設整備工
グラウンド・コート施設整備工
道路付属施設工
仮設工

一式
一式
一式
一式
一式
一式
一式

大字車作

工事場所
大字車作ほか地内

彩都はなだ一丁目

大字生保

大字大岩

ダムパークいばきた

湖畔ゾーン
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令和７年度一般会計補正予算(第３号)総括表
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令和７年度一般会計補正予算(第３号)総括表
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